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Ⅰ. 国内外の社会経済情勢の展望
１．新興市場の拡大と生産拠点の南下、インバウンド客の増加
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世界各国のＧＤＰの推移

○近年、米国や中国のGDPは顕著に増加しており、将来にわたって増加すると予測。

○ASEAN諸国やインド等のアジア諸国のGDPも増加傾向にあり、日本のGDPに迫る傾向にある。

出典：IMF - World Economic Outlook Databases(Gross domestic product, current prices)より作成

（10億ドル）
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IMFによる予測



世界各地域における貿易額の推移

○世界各地域において、1990年から2014年にかけて貿易額は大きく増加しており、特にASEAN諸国や中国、韓

国等のアジア諸国における伸び率が大きい。

○アジア諸国に比べ、北米やヨーロッパ地域の貿易額の伸び率は低いものの、その規模は依然として大きい。
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出典：UNCTADstatを基に国土交通省港湾局作成

2014年（億ドル）

伸び率

2014年貿易額

1990年貿易額

【凡例】

※貿易額は輸出入合計の値

〈各国・各地域における輸出入額〉 （1990年⇒2014年）
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○世界各地域において、我が国との貿易額は増大傾向にあり、特にASEAN諸国や中国、韓国等のアジア諸国と

の伸び率が大きい。
○我が国とアジア諸国との貿易額は、北米やヨーロッパ地域を上回る規模に成長。

2,248億ドル
輸出：1,046億ドル
輸入：1,202億ドル

ASEAN

3.7

倍

2,285億ドル
輸出：1,492億ドル
輸入： 793億ドル

NAFTA

1.5

倍

1,326億ドル
輸出： 717億ドル
輸入： 609億ドル

EU

1.5

倍

〈各地域と日本との貿易額〉 （1990年⇒2014年）

2014年（億ドル）

伸び率

2014年貿易額

1990年貿易額

【凡例】

出典：ＪETRO「世界貿易マトリクス」（1990年、2014年）より国土交通省港湾局作成

4.3

倍

中国・韓国

3,595億ドル
輸出：1,779億ドル
輸入：1,816億ドル

世界各地域と我が国との貿易額の推移
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環太平洋地域における各経済連携の概要

カンボジア
ラオス
ミャンマー

インドネシア
フィリピン
タイ

中国
韓国

日本
シンガポール
マレーシア
ベトナム
ブルネイ

インド

ロシア
香港
台湾

パプアニューギニア

カナダ
アメリカ
メキシコ

ペルー
チリ

ASEAN

日中韓
FTA

オーストラリア
ニュージーランド

APEC（FTAAP）

NAFTA

ASEAN+3（EAFTA）

RCEP

TPP

経済連携 GDP（億＄） 世界シェア 人口（億人） 世界シェア

TPP 280,626 36.3% 8.1 11.4%

NAFTA 204,991 26.5% 4.8 6.7%

APEC 461,356 59.7% 41.2 57.8%

日中韓FTA 163,667 21.2% 15.4 21.6%

経済連携 GDP（億＄） 世界シェア 人口（億人） 世界シェア

ASEAN 25,205 3.3% 16.6 23.4%

ASEAN+3 188,872 24.4% 32.1 45.0%

RCEP 225,879 29.2% 34.9 49.0%

○世界各地域において、経済連携に関する協議が進められており、TPPについては2015年10月に大筋合意した
が、2017年１月に米国が脱退を表明。

○ＴＰＰは、世界のGDPの約４割をカバーする経済連携であり、人口約８億人の巨大市場が創出されることとなる。
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出典：「目で見るASEAN –ASEAN経済統計基礎資料-」（平成28年1月 外務省アジア大洋州局）

【我が国企業の対外直接投資先（対アジア主要国・地域）】

【中国等からの生産拠点の南下】

チャイナ＋１
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生産工程の分散化
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台湾

○中国沿海部等における賃金水準の上昇に伴い、我が国企業の生産拠点は東アジアから東南アジア諸国へシフトしつつある。
○長期的には東南アジア諸国でも賃金上昇が進み、労働集約的な産業はCLMV（カンボジア（Cambodia）、ラオス（Laos）、ミャン

マー（Myanmar）、ベトナム（Vietnam））諸国や南アジアへシフトしていき、東アジアや先発ASEAN諸国は資本集約的な産業や消
費市場としての重要性が高まっていくものと考えられる。

東南アジアへの生産拠点の南下

タイ＋１：

タイの産業集積地で事業
展開している日本企業
が、その生 産工程の中か
ら 労働集約的な部分を、
カンボジアやラオス、ミャ
ンマーのタイ 国境付近に
ある経済特区（SEZ）に移
転するビジネスモデルを
いう。

【アジア各国の１人当たり購買力平価ＧＤＰの推移】
（2000～2021年）

（ドル）

（出典）国際通貨基金（IMF）「World Economic Outlook Database （2016.10）」
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産業構造審議会の2030年の産業構造・就業構造試算（1/3）

出典：産業構造審議会 新産業構造部会（第8回）資料（抜粋）
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産業構造審議会の2030年の産業構造・就業構造試算（2/3）

出典：産業構造審議会 新産業構造部会（第8回）資料（抜粋）
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産業構造審議会の2030年の産業構造・就業構造試算（3/3）

出典：産業構造審議会 新産業構造部会（第8回）資料（抜粋）
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我が国製造業の海外生産比率の推移

○我が国製造業の海外生産比率（売上高ベース）は、近年、やや増加傾向にある。
○製造業の中でも、特に輸送機械や情報通信機械の海外生産比率が高い。

出典：第44回 海外事業活動基本調査（2014年7月調査）より国土交通省港湾局作成

注）海外生産比率＝現地法人（製造業）売上高／（現地法人（製造業）売上高＋本社企業（製造業）売上高）×100
11
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○製造業は生産波及効果も大きく地域経済を支えている。今後も国内に残す分野については、輸出競争力を維持強化しつつ、海
外で稼ぐ分野についても投資収益を国内拠点の強化等のために還元し、絶え間ない技術革新等を産み出し続ける必要がある。

○自動化に加え、工場内外の機器や設備をIoT 化しつなぐことで、個人のニーズにあったモノを必要なトキに必要なだけ生産する
スマート工場化の動きが加速。エンジリアリングチェーンのスマート化に対応してサプライチェーンも迅速かつ柔軟化が必要。

12

我が国産業の生き残り戦略

他品種少量生産、短納期生産などに柔軟に

対応できる「ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ工場」 13.3％

技術やﾉｳﾊｳ流出を防ぐためのｷｰ
ﾊﾟｰﾂを生産する「ﾉｳﾊｳ拠点」4.0％

海外へ移管する生産技術や海外工場のバッ

クアップを狙う「ﾏｻﾞｰ工場」32.1％

人材育成や技能継承を行う「人材育成拠点」 2.1％

新しい技術や製品など新たな価値創造を生み

出す「ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ拠点」 38.6％

自動化やIT導入により、圧倒的な生産性の
高さも誇る「ものづくりのﾊｲﾃｸ拠点」 4.7％

その他 3.0％

資料：経済産業省調べ（2014年12月）備考：海外生産拠点を有する企業に対しての設問

日本国内で生産することの優位性

2%
4%
6%
6%

13%
17%

21%
25%
27%

37%
42%
43%

47%

0% 20% 40% 60%

産学連携がしやすい

その他

洗練された日本の消費者の声を吸収できる

国や自治体の施策や助成金等が活用できる

最新の技術を入手しやすい

コアな技術やノウハウの海外流出を防げる

最低限の基盤技術の国内維持･保有につながる

サプライチェーンが充実している

高度な技能を活用できる

取引先の開発段階から参画しやすい

取引先のニーズを汲み取りやすい

短納期に対応できる

多品種少量生産に対応できる

試作開発や最低限の基盤技術を保有
するための「試作開発拠点」 2.1％

資料：経済産業省調べ（2014年12月）備考：海外生産拠点を有する企業に対しての設問

工場自
動化

ネット
ワーク

IoT

スマート工場

スマート工場のイメージ（キヤノン完全自動化工場）

出典：ロイター（2015.8.15）田巻一彦ロボット・ＡＩ・ＩｏＴが導く日本の製造業「ルネサンス」



我が国が目指すべき将来の産業「Connected Industries」

出典：「Connected Industries」大臣懇談会_経済産業省（平成29年5月29日）
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○2016年の訪日外国人旅行者数は過去最高の2,404万人を記録した。

○「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成28年３月30日取りまとめ）において、訪日外国人旅行者数の新たな

目標値（2020年：4,000万人、2030年：6,000万人）が示された。
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15

アジア 2006万人（84.2%）

うち東アジア 1745万人（72.7%）

うち東南アジア 261万人（11.0%）

北米

151万人

（6.3%）

オーストラリア

44万人（1.9%）

欧州主要

5か国

92万人

（3.9%）

その他

98万人

（4.1%） ①中国

637 万人

（26.6%）

②韓国

509 万人

（21.2%）③台湾

416 万人

（17.4%）

④香港

183 万人

（7.6%）

⑤タイ

90 万人

（3.8%）

シンガポール

36万人（1.5%）

マレーシア

39 万人（1.6％）

インドネシア

27 万人（1.6%）

フィリピン

34 万人（1.4%）

ベトナム

23 万人（1.0%）

インド

12 万人（0.5%）

カナダ

27 万人（1.1%）

英国

29万人（1.2%）

フランス

25 万人（1.1%）

ドイツ

18 万人（0.8%）

イタリア

11 万人（0.5%）

ロシア

5 万人（0.2%）

スペイン

9 万人（0.4%）

総計
2403万人

※ （ ）内は、訪日外国人旅行者数全体に対するシェア
※ その他には、アジア、欧州等各地域の国であっても記載のない国･地域が含まれる。
※ 数値は、それぞれ四捨五入によっているため、端数において合計とは合致しない場合がある。
※ 日本政府観光局（JNTO）資料より観光庁作成

【2016年（推計値）】

訪日外国人旅行者数及び割合（国・地域別）



○我が国において訪日クルーズ客は右肩上がりに急増しており、政府の定める明日の日本を支える観光ビジョン
（2016年3月30日）において、北東アジア海域をカリブ海のような世界的なクルーズ市場に成長させ、クルーズ船の
寄港を活かした地方の創生を図る。

現状・課題および今後の対応

○増大するアジアのクルーズ需要を取り込み、
クルーズ船の寄港が地域経済に与える効果を
拡大することが必要。

○クルーズ船が寄港するための港湾施設や、ク
ルーズ船の寄港に伴い発生する諸課題への
対応が不足。

○寄港地が西日本の一部の港に集中する傾向
がある。

現状・課題

明日の日本を支える観光ビジョン（2016年3月30日）
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注1） 法務省入国管理局の集計による外国人入国者数で概数（乗員除く）。
注2） １回のクルーズで複数の港に寄港するクルーズ船の外国人旅客についても、（各港で重
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仙崎

指宿

：10万総トン数以上のクルーズ船が寄港した港湾

クルーズ船の寄港する港湾

○ 2016年にクルーズ船が寄港した港湾の数は、全国で123港（2015年は104港）。

○ このうち、大型クルーズ船（10万総トン数以上）が寄港した港湾は26港。

クルーズ船の寄港する港湾（2016年）

出典：港湾管理者への聞き取りを基に国土交通省港湾局作成

順位 港名 寄港回数

1位 博多港 328回

2位 長崎港 197回

3位 那覇港 193回

4位 横浜港 127回

5位 神戸港 104回

6位 石垣港 95回

7位 平良港 86回

8位 鹿児島港 83回

9位 佐世保港 64回

10位 広島港 47回

2016年クルーズ船の
寄港回数（上位10港）
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○世界のクルーズ人口は2,320万人（2015年）で、１０年前の約1.7倍と、急速に増加。
○中でもアジアのクルーズ人口は208万人（2015年）で、 １０年前の約2.7倍と特に、大きな伸びを示している。また、将来的に

も更なる増加が見込まれている。
○クルーズは、価格やサービスによってラグジュアリー、プレミアム、カジュアルなどのタイプがあり、カジュアルクラスがマー

ケット全体の約８割を占めている。

約4％

約16％

約80%カジュアル
３～７泊のクルーズ中心
１泊：＄70～
年齢層：20代以上、
タイプ：現役～熟年、友人、

ファミリー

プレミアム

7泊以上のクルーズ中心

１泊：＄200～

年齢層：30代以上

タイプ：熟年以上、リタイアしたカップル、

友人、ハネムーン

ラグジュアリー（ブティック※・探検船等含む）
10泊以上のクルーズ中心

１泊：＄400～

年齢層：50代以上、

タイプ：リタイア、アニバーサリー

出典：クルーズ教本（平成28年版）（JOPA）より港湾局作成

※小型の豪華客船によるクルーズ。料金は1泊あたり600米ドル以上。

世界のクルーズマーケットのイメージ

世界のクルーズ人口の推移とマーケットの構造

世界のクルーズ人口の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

1990 2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014 2015

その他

オセアニア

アジア

欧州

北米

アジア
208万人全世界

10年前の約1.7倍

13,741

19,200

10,022

4,450

20,900

23,200

22,040

（千人）

21,300

20,400

出典：CLIA資料より港湾局作成。
* 2011年以前のアジア数値はCLIAによる推定値。

アジア
76万人

アジア
10年前の約2.7倍

Seatrade Asia Pacific Cruise 
Congress（2016年10月、上海）にお
けるMSC中華圏代表Helen HUANG
氏の発言：
CLIAが、2015年に100万人に近くで
あった中国のクルーズ人口が、

2020年までに450万人に達すると
予測していることについて、「簡単な
ことではないが、中国では可能。」
（出典） Seatrade Asia Pacific 
Cruise Congress HP（2016.10.13）

中国政府：
中国のクルーズ旅客数は、2013年か
ら年平均33％で増加し、2020年まで

に450万人に達する
（出典）中国交通運輸部「クルーズ運
輸業の健全な発展の持続促進に関
する指導意見（2014.3.18）

カーニバル社のAlan Buckelew氏（当
時COO、現CIO）：
中国のクルーズ人口が2020年まで

に500万人に達する
（出典）ザ･ウォール・ストリート・
ジャーナル電子記事（2015.1.21）

将来のアジアの
クルーズ人口の見込み
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我が国に寄港するクルーズ船の最新動向

2017年から我が国に寄港する主なクルーズ船

○マジェスティック・プリンセス（新船）（プリンセス・クルーズ社） ※７月アジア配船予定 7/3横浜港初寄港予定

○ノルウェージャン・ジョイ（新船）（ノルウェージャン・クルーズ・ライン社） ※６月アジア配船済、6/12高知港初寄港

○ゲンティン・ドリーム（新船）（ドリーム・クルーズ社） ※４月アジア配船済、香港、沖縄

２０１７年も引き続き、欧米大手クルーズ船社がアジア市場に大型クルーズ船を投入（４隻）。

○コスタ・ネオロマンチカ（コスタ・クルーズ社） ※４月アジア配船済、4/13平良港初寄港、4/26日本海周遊クルーズ開始

「ノルウェージャン・ジョイ」
全長 325.9m 

総トン数16.5万トン
乗客定員4,248人

「マジェスティック・プリンセス」
全 長：330m

総トン数14.3万トン
乗客定員3,560人
就航年：2017年3月（新造船）

シンガポール(6/18)→レムチャバン(6/21)→プーミー(6/23)→厦門(6/26)

→香港(6/27)→基隆(6/30)→横浜(7/3)→大阪(7/5)→仁川(7/7)→上海(7/9)

【日本初寄港時の寄港ルート】

【乗客内訳】 北米 １４００人
豪州 １１００人
欧州 ５００人
その他 ５００人
計 ３５００人

「コスタ・ネオロマンチカ」
全長220.52 m 

総トン数5.7万トン
乗客定員1,572人

「ゲンティン・ドリーム」
全長 335m 

総トン数15.1万トン
乗客定員3,352人

スカイウォーク シアター屋上シアター レストラン
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神戸港※5

<2012.8.7 ・8.20

ボイジャー・オブ・ザ・シーズ>

（乗客3,616人）
約1.4億円/回
3.8万円/人

【出典】
※1  北海道開発局（2014）：北海道港湾におけるクルーズ振興に伴う港湾施設整備等検討業務報告書
※2 東北地方整備局調べ（2015）
※3 横浜市港湾局（2012）：横浜港と地域経済～私たちの暮らしとつながる横浜港～
※4 中部地方整備局、清水港客船誘致委員会（2015）：清水港へのクルーズ船等寄港による経済効果
※5 神戸市調べ（2012）
※6 福岡市調べ（2015）
※7 長崎県調べ（2015）
※8 宮崎県調べ（2015）
※9 沖縄総合事務局（2012、2015）：外国クルーズ客船の那覇港寄港による経済効果について
※10 韓国政府資料(2013)：海洋新産業育成と雇用創出のためのクルーズ産業活性化対策

※直接効果（アンケートによる推計）

那覇港※9

＜2012.7.24 ボイジャー・オブ・ザ・シーズ＞

（乗客3,609人）
約1.4億円/回
3.8万円/人

＜2015.8.1 クァンタム・オブ・ザ・シーズ＞

（乗客4,605人）
約6.4億円/回
13.8万円/人

韓国※10

512米ドル/人
※クルーズ客の直接消費額のみ

○大型クルーズ船の寄港地における経済効果は、寄港地の特性等により違いがあるものの、少ない場合でも乗客
１人当たり１万円／回程度であり、多い場合では、乗客１人当たり14万円／回程度に及ぶ。

家電量販店で買い物する
クルーズ客（博多港）

オプショナルツアーに
出かけるクルーズ客（那覇港）

ポートターミナル内で買い物を
楽しむクルーズ客（神戸港）

博多港※6

＜2015.9.1～10.31 スカイ・シー
コスタ・ビクトリア、コスタ・セレーナ、
クァンタム・オブ・ザ・シーズ、＞

10.7万円/人

※直接効果（アンケートによる推計）

油津港※8

＜2015.8.16

クァンタム・オブ・ザ・シーズ＞

（乗客4,843人）
約0.6億円/回
1.2万円/人

細島港※8

＜2015.8.10

スカイシー・ゴールデン・エラ＞

（乗客1,479人）
約0.3億円/回
2.3万円/人

※直接効果（アンケートによる推計）

横浜港※3

約2.2億円/回

※直接効果（ヒアリングによる推計）
日本発着クルーズの起点
5万トンクラスの想定
港費関係や給油・船用品など含む

小樽港※1

＜2013.6.19 ／7.19サン・プリンセス＞

（乗客1,603人／1994人）
約0.2億円/回
1.7万円/人

※直接効果（アンケートによる推計）
※日本発着クルーズの寄港地

室蘭港※1

＜2013.9.11～12

ボイジャー・オブ・ザ・シーズ＞

（乗客2,675人）
約0.3億円/回
1.2万円/人

※直接効果（アンケートによる推計）
※日本における寄港地は、伏木富山港

→室蘭港→東京港→長崎港

長崎港※7

＜2014年＞

約0.6億円/回
3.1万円/人

※直接効果 （アンケートによる推計）
乗客平均1,950人

清水港※4

＜2014年度＞

約0.4億円/回

※直接効果（アンケートによる推計）

※直接効果（アンケートによる推計）
※日本における寄港地は、広島港

→油津港→長崎港

直接効果
クルーズ客により寄港地及びその周辺に観光
消費が発生（例：飲食、土産品購入、ツアー参加など）

１次間接効果
観光消費の発生により、原材料購入等を通じ、
関連産業の生産を誘発

２次間接効果
直接・第１次波及効果の発生による雇用者所得の
増加から、 消費支出が増加し、関連産業の生産を
誘発

経済波及効果

※直接効果（アンケートによる推計）

青森港※2

＜2015.8.26

ダイヤモンド・プリンセス＞

（乗客2,570人）
約0.3億円/回
1.3万円/人

※直接効果（アンケートによる推計）
※日本発着クルーズの寄港地

クルーズ船の寄港による経済効果
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅰ. 国内外の社会経済情勢の展望
２．人口減少・超成熟化社会の到来と労働力不足
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我が国の人口構成の推移
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10,000
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14,000

15 歳 未 満 15 ～ 64 歳 65 歳 以 上 生産年齢人口割合

○我が国の総人口は2008年頃をピークに減少に転じ、2050年代に1億人を切ると予測。
○生産年齢である15歳から64歳の人口割合は、1990年代をピークに減少しており、将来的には約５割にまで落ち込むと予測。

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）より国土交通省港湾局作成

（万人）

（予測）
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○生産年齢人口の減少により、運輸業・郵便業では労働者が不足していると考える事業所の割合が増加してお
り、近年は、全産業に比べて一貫して多い。

○トラック運送業界においては、人手不足を感じている事業者が半数を超えている。

運輸業における労働力不足の現状

出典：厚生労働省「労働経済動向調査」
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トラック運送業界の人手不足感（H26.4-12）

出典：トラック運送業界の景況感（速報） 平成26年7月～9月期
（公益社団法人全日本トラック協会）
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51.5％

常用労働者の過不足状の推移
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トラックドライバーの年齢構成の推移 内航船員の年齢構成の推移

出典：全日本トラック協会「トラック輸送産業基礎データ」より国土交通省港湾局作成 出典：船員労働統計調査より国土交通省港湾局作成

○トラックドライバーは、６０歳以上が増加傾向にあり、４０歳未満の若手ドライバーの割合は減少傾向。
○内航船員は、６０歳以上が増加傾向にあるものの、３０歳未満の若年船員も徐々に増加している。

トラックドライバー及び内航船員の年齢構成の推移
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トラックドライバー需給の将来予測

２０１０年度 ２０２０年度 ２０３０年度

需要量 ９３３，７６５人 １，０３０，４１３人 ９５８，４４３人

供給量 ９６４，６４７人 ９２４，２０２人 ８７２，４９７人

過不足 ２９，１１８人 ▲１０６，２１１人 ▲８５，９４６人

出典：公益社団法人鉄道貨物協会「平成25年度本部委員会報告書」（平成26年5月）

○高齢化の進展により、トラックドライバーをやめる数に対して新たななり手の数が少なく、供給不足となっている。
○将来的に、トラックドライバーの供給不足の深刻化が予想されている。
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国内貨物輸送の動向

○国内貨物輸送量（トンキロベース）はリーマンショック以降全体的に減少傾向にあるが、最近ではドライバー不
足の進展に伴い、雑貨輸送の内航へのシフトも見られ、内航海運のシェアは増加基調にある。

○トラックドライバー不足や労働規制の強化、環境規制の強化等を背景に、今後も内航海運へのモーダルシフト
の流れは進むと見込まれる。

26

国内貨物輸送の輸送機関分担率(トンキロベース)
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出典：「自動車輸送統計年報」「内航船舶輸送統計年報」 「鉄道輸送統計年報」 「航空輸送統計年報」をもとに港湾局作成
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品目別輸送機関別シェア（トンキロベース）
出典：海事レポート２０１７から作成

○内航海運は、国内物流の４割以上の輸送を担っている。

○我が国経済や国民生活を支える上で、重要な産業活動の基礎となる物資の多くが船舶により輸送されており、
鉄鋼は約６割が、石油製品は８割以上が船舶によって輸送されている。 （※一次輸送、二次輸送を含む）

国内貨物輸送における内航海運の役割
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Ⅰ. 国内外の社会経済情勢の展望
３．第４次産業革命の進展
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第４次産業革命の進展

① ＩｏＴ

③ 人工知能（ＡＩ）

① ＩｏＴ

出典：「平成28年版情報通信白書」（総務省）より作成
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h28/html/nc111220.html 29

○近年、急速な技術革新により、新たに大量のデータの取得・分析・実行が可能になる「第４次産業革命」とも呼ばれる時代が
到来しつつある。 具体的には、

①実社会のあらゆる事業・情報がデータ化され、ネットワークで繋がることにより、自由にやり取り可能に（IoT）
②集まった大量のデータをリアルタイムに分析し、新たな価値を生む形で利活用可能に（ビッグデータ）
③機械が自ら学習し、人間を越える高度な判断が可能に（人工知能（AI））
④多様かつ複雑な作業についても自動化が可能に（自動化・ロボット）

○第４次産業革命では、AI等の技術革新・データ利活用により、今までは対応しきれなかった「社会的構造的課題＝顧客の真
のニーズ」への本質的な対応が可能に。

社会的構造的課題の本質的な解決！

④ 自動化現実世界

サイバー空間

② ビッグデータ



2025年完全自動運転を見据えた市場化・サービス実現のシナリオ
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○政府計画において、2020年までに、①高速道路での自動運転可能な自動車（「準自動パイロット」）の市場化、②限定区域
（過疎地等）での無人自動運転移動サービス（SAEレベル４のもの）の提供を実現するとともに、その後、2025年目途に高速
道路での完全自動運転システムの市場化と高度安全運転支援システム（仮称）の普及、物流での自動運転システムの導入
普及、限定地域での無人自動運転移動サービス（SAEレベル4のもの）の全国普及等を目指すこととされている。

L2:準自動パイロット（自家用車）又は隊列走行（物流）
L3:自動パイロット（自家用車）
L4:完全自動運転

出典: 官民ITS構想・ロードマップ 2017



IoTやビックデータを活用したSCMの更なる高度化

第4次産業革命に対応したSCMの更なる高度化

1980年代 1990年代 2010年代～ 将来

物流は第三の
利潤源

販売

生産管理

調達

統合(物流
システム)

統合
（ロジスティクス）

輸送

保管

荷役

流通加工

物流情報

後処理物流から物流システムへ発展

物流からロジスティクスへ発展

“サプライチェーン”へ発展

・情報の共有
・計画の共有
・在庫リスクの共有

○今後は川上のサプライヤーから川下のユーザーまで、IoTでサプライチェーンが”繋がる”時代になる。ユーザーの利用状況や
在庫・生産状況等をリアルタイムで把握して、ビックデータも活用した上で各ユーザーが必要とするモノを必要なだけ他品種少
量生産して、ユーザーの必要な時に必要な場所にタイムリーに届けることが求められる。

○我が国の産業が生き残っていくためには、第４次産業革命に対応したフレキシブルでコスト競争力の高い生産体制を確立さ
せ、世界や国内各地とを結ぶ柔軟で迅速なサプライチェーンを構築する必要がある。

2000年代

国内外のサプライヤー

サプライチェーン

国内外のユーザー
インターネット経由で川上のサプ
ライヤーから川下のユーザーま
で”繋がる”時代に
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○世界のコンテナ取扱個数上位２０港のうち、２０１４年時点で１５港（７５％）が自働化を導入（予定含む）して
いる状況。

○未導入の港湾はほとんどが中国の港湾であるが、近年、厦門（導入済）や上海（２０１７年導入予定）をはじめ、
自働化導入の動きが加速している。

○我が国においては、名古屋港において半自働化を導入済み、横浜港及び神戸港において遠隔操作化を実証中。

注）自働化導入状況の「〇」は予定を含む。国土交通省港湾局調べ。

※「自働化」の定義･･･ターミナル全体の自働化に加え、ＡＧＶや
ＲＭＧ等によるヤード内の半自働化や、ＲＴＧ等の遠隔操作化も含む

コンテナ取扱個数上位20港の大水深コンテナターミナル（水深16m級）における自働化導入状況

15港
75%

5港
25%

上位20港における自働化導入港数割合

導入済

（予定含む）

未導入
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世界のコンテナターミナルの自働化導入状況

順位
（2015年
速報値）

港名
コンテナ
取扱量

（万TEU）

自働化
導入状況

1位 上海（中国） 3,654 ○

2位 シンガポール 3,092 ○

3位 深圳（中国） 2,420 ×

4位 寧波-舟山（中国） 2,062 ×

5位 香港（中国） 2,011 ○

6位 釜山（韓国） 1,945 ○

7位 青島（中国） 1,751 ○

8位 広州（中国） 1,697 ×

9位 ドバイ（アラブ首長国連邦） 1,559 ○

10位 天津（中国） 1,410 ○

11位 ロッテルダム（オランダ） 1,224 ○

12位 ポートケラン（マレーシア） 1,189 ×

13位 高雄（台湾） 1,026 ○

14位 アントワープ（ベルギー） 965 ○

15位 大連（中国） 945 ×

16位 厦門（中国） 918 ○

17位 タンジュンペレパス（マレーシア） 910 ○

18位 ハンブルグ（ドイツ） 885 ○

19位 ロサンゼルス（米国） 816 ○

20位 ロングビーチ（米国） 719 ○



シンガポール港の次世代コンテナターミナル

○シンガポール港では、ターミナルオペレーションの効率化、コンテナ船の大型化、観光地・居住地の再開発等を目的
として、既存のコンテナターミナルを島西部のTuas（トゥアス）に移転・集約するプロジェクトが進んでいる。

○新ターミナル（Tuas Next Generation Port）では、徹底した情報化・自働化への投資が行われ、処理能力は現在から
倍増し、6,500万TEU／年となる見込み。
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タンジュン・
ペレパス港

チャンギ
空港

Tuas Next 

Generation 

Port

シティターミナル ⇒ 再開発パシルパンジャン
ターミナル （拡張中）

移転・集約

■シンガポール港のコンテナターミナル再編計画 ■シンガポール港の２階建ターミナル構想

※シンガポールの面積は東京23区と
ほぼ同じ（東西の距離は約45kmｍ）

処理能力：６,５００万TEU/年

※Port Technology社資料

※Port Technology社資料

注）確定した案ではない
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○ハンブルク港はエルベ川河口から100km程度上流に開発された港湾で、周囲を住宅地に取り囲まれており、拡張余地が非
常に小さい。コンテナターミナルの面積は増加していないにも関わらず、コンテナ取扱量が大きく増加。（162万TEU（1988） → 
890万TEU （2015））

○ハンブルク港では、コンテナ取扱能力を向上させるために、近年、情報化投資を積極的に行っている。

ハンブルク港（ドイツ）のスマートポート化への取り組み

エルベ川

ユーロゲートCT ブルシャートカイCT トレローCT

シュタインヴェルダーCT

アルテンヴェルダーCT

アルテンヴェルダー西区
（ロジスティック予定地）

（拡張予定地）

ムールバーグ

【ハンブルク港における主要な開発計画】

【コンテナターミナルの自働化】

ダブルトロリー方式ガントリークレーン
※第２トロリーは、完全自働化

AGV（自働搬送台車）と
ASC（自働スタッキングクレーン）

AGV

ASC

第１トロリー

第２トロリー

【ハンブルク港における港湾物流情報システム】

民間（DAKOSY社）のシステムをベース
に、官民の業務システムをインターフェー
スで接続し、ペーパーレス化を実現

タッチスクリーンパネルを使って、入出
港船舶の航行計画を管理する様子

ターミナルの荷役状況のみならず、港湾周辺の道路交通状況や、舟運に
よるフィーダー輸送、トレーラや鉄道によるコンテナの搬出入等の状況ま
で含めて情報化し、管理している。

世界中の顧客

ハンブルク港湾公社

各国港湾公社

ターミナル
フォワーダー

運送会社

上屋

工業品取引

世界中の公共サービス
関係者

開発済

開発中

計画中

再開発計画
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欧州主要港における情報化戦略

○欧州ではFAL条約の批准に連動し、EU規定（EU-Directive 2010/16）により、2015年6月から、各国毎に基準となる
１つのシステム（NSW：National Single Window）の設置・運用が義務づけられている。

○欧州では、B2G、B2Bの情報交換の電子化手続の体制は概ね完了しており、利用率の向上に向けた努力が続けら
れている。また、さらなる情報サービスの拡充へ向けた取組も行われている。

EU本部
各国にSingle Windowの設置・運用を義務づけ 災害・セキュリティに関する情報を提供

Single Window

実施部局

【各港の情報システム（PCS：Port Community System）】

港 湾 ハンブルク港 ロッテルダム港 アントワープ港

名称 Hamburg Port Community System 

（Dakosy社のシステム）
Port Base

APCS （Antwerp Port Community

System）

整備主体 ターミナルオペレーター、船社・船舶
代理店、フォワーダー等が連携

国が設立・運営等に関与 自治体、税関、民間が連携

内容 港湾管理者、ターミナルオペレー
ター、フォワーダー、運送会社、倉庫
業者等のシステムを接続

船舶、荷役、貿易等に関する４０以
上の情報システムを接続

港湾管理者、通関、荷主、船社・船
舶代理店、ターミナルオペレーター、
物流事業者等のシステムを接続

利用状況 ・危険物は100%利用
・トラックゲートシステムは95%利用

・新ターミナルでは、内陸輸送業者
の８割が利用

・危険物は100%利用
・他のサービスは、反対者も存在

今後の戦略 ・北欧、ロシア方面からのトレーラー
輸送が多く、ターミナルの夜間利用
の効率化を目指す。

・トレーラーのコンテナ搬出入予約に
対して、ターミナル側で1時間のス
ロット枠を指定し、前後2時間以内
であれば最優先で入構させるシス
テムの導入を予定。

・空コンテナ再利用、トレーラの空
車移動の削減のためのクラウドシ
ステムの開発を検討中。

・天候や交通状況の予測情報を、
ロジスティクスチェーンとリンクさ
せ、利用者の利便性の向上を図
ること等を検討中。

・空コンテナの再利用のためのクラ
ウドアプリを開発し、船社の持つ情
報を活用することによる効率的な
空コン利用の仲介を実施。

・道路渋滞の解消に向けて、交通情
報をターミナルに伝える手法を検
討中。

連邦政府交通省（ベルギー）税関（オランダ）税関（ドイツ）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅰ. 国内外の社会経済情勢の展望
４．資源獲得競争の激化と低炭素社会への移行
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37出典：「LNG市場戦略」（平成28年５月２日 経済産業省）

世界のエネルギー供給動向



地域別LNG生産量の推移

出典：「平成26年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書2015）」 （経済産業省資源エネルギー庁）
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アジア大洋州

アフリカ

中東

欧州・ロシア・その他旧ソ連邦諸国

中南米

北米

27%

5%

31%

17%

6%

14%  

世界の主なLNG貿易(2013年)

LNGの生産量の推移と貿易量

○世界のLNG生産量は、1975年以降、一貫して増加傾向にあり、特に、中東やアジア大洋州の生産量が堅
調に増加している。

○我が国はオーストラリアや東南アジア、中東からの輸入に特に依存している。
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原油の生産量の推移と貿易量

○世界の原油生産量は、1965年以降、石油消費の増大とともに増加し、特に中東や中南米、アジア大洋州の生
産量が堅調に増加している。

○我が国は中東からの輸入に大きく依存している。

（注）1984年までのロシアには、その他旧ソ連邦諸国を含む。

出典：BP「Statistical Review of World Energy 2014」を基に作成出典：「平成26年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書2015）」（経済産業省資源エネルギー庁）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

北米 中南米
欧州 ロシア
その他旧ソ連邦諸国 中東
アフリカ アジア大洋州

（100万バレル/日）

地域別原油生産量の推移 世界の主な石油貿易(2013年)

注)上図の数値には石油製品の移動も含む

出典：BP「Statistical Review of World Energy 2014」を基に作成
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○世界の石炭生産量は、1990年以降、一貫して増加傾向にあり、特に、中国やインドネシアの生産量が堅調に増
加している。

○我が国はオーストラリアからの輸入に大きく依存している。

地域別石炭生産量の推移

出典：「平成26年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書2015）」 （経済産業省資源エネルギー庁）

46%

12%

8%

6%

6%

4%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

1990 1995 2000 2005 2010 2013

（100万トン）

（年）

その他

カザフスタン

ポーランド

ドイツ

南アフリカ

ロシア

オーストラリア

インドネシア

インド

米国

中国81%

（注）2013年データは見込み値。
出典：IEA「Coal Information 2014」を基に作成

世界の主な石炭貿易(2013年)

(注)褐炭を除く。400万トン未満のフローは記載しておらず、青字は対前年比増、

　　赤字は対前年比減、黒字は増減なしを示している。

　　輸入側の「北米」には、メキシコを含む。中国の輸入量は「その他アジア」に含む。　

(出典)IEA「Coal Information 2014」を基に作成

石炭の生産量の推移と貿易量
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日本周辺域に賦存する海底資源

41

○南鳥島及び沖ノ鳥島の周辺海域にはコバルトリッチクラストやレアアース堆積物等の海底資源の賦存が確認さ
れている。
※（研）海洋研究開発機構(JAMSTEC)、(独)石油天然ガス・金属鉱物資源機構(JOGMEC)等が周辺海域で活動

している。

マンガンクラスト

海底熱水鉱床

レアアースを含む泥

メタンハイドレート

コバルトリッチクラスト

（資料）「海底鉱物資源未利用レアメタルの探査と開発」
(臼井朗）より国土交通省港湾局作成

父島

硫黄島
南鳥島

沖ノ鳥島



中国
28%

インド
7%ロシア

5%日本
4%

米国
17%

その他
39%

低炭素社会への移行

○平成27年11月30日～12月13日のフランス・パリにて開催されたCOP21において、全ての国が参加する2020年以降の温室効果
ガス排出削減等のための新たな国際枠組みとして、「パリ協定」が採択された。

○我が国もパリ協定を批准し、国際的な約束を遵守するため、「地球温暖化対策の推進に関する法律」を制定（平成28年5月20日
成立）するとともに、「地球温暖化対策計画」を策定（平成28年5月13日閣議決定）。

【パリ協定の採択時の様子】

地球温暖化対策計画

＜2030年度のCO2等排出削減目標＞

2013年度比▲26.0％（2005年度比▲25.4%）

※青塗りは国土交通省と関連の深い分野

2030年度の
排出量の目安

2013年度
（2005年度）

産業部門 401（▲6.5%） 429 （457）

業務その他部門 168（▲39.8%） 279 （239）

家庭部門 122（▲39.3%） 201 （180）

運輸部門 163（▲27.6%） 225 （240）

エネルギー転換部門 73（▲27.7%） 101 （104）

合計 927 1,235 （1,219）

パリ協定

【各国の削減目標】【国別の二酸化炭素排出量の割合】

総排出量
334億ﾄﾝ
（2016年）

 平均気温の上昇を2℃より
十分低く抑える目標

 すべて国が削減目標を
5年ごとに更新・提出

 森林等の吸収源の保全・
強化

 適応の長期目標の設定
及び適応計画プロセスと
行動の実施

【パリ協定の主な内容】
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地球温暖化対策の基本的考え方

① 環境・経済・社会の統合的向上
② 「日本の約束草案」に掲げられた対策の着実な

実行
③ パリ協定への対応
④ 研究開発の強化と優れた低炭素技術の普及等

による世界の温室効果ガス削減への貢献
⑤ 全ての主体の意識の改革、行動の喚起、連携の

強化
⑥ 評価・見直しプロセス（ＰＤＣＡ）の重視

エネルギー起源二酸化炭素の各部門の排出量の目安

出典：環境省資料等に基づき作成

写真：国際連合広報センター・ウェブサイト（http://www.unic.or.jp/news_press/info/20988/）

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター・ウェブサイト
http://www.jccca.org/trend_world/conference_report/cop21/



各国の再生可能エネルギーの発電比率

出典：第16回風力エネルギー利用総合セミナー資源エネルギー庁講演資料（H27.6）
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水力, 13.1%
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水力, 6.4%
水力, 12.5%

水力, 8.5%

石炭, 47.5% 石炭, 14.8%

石炭, 36.8% 石炭, 40.2%

石炭, 4.3%

石炭, 30.3%

石油その他, 2.4%

石油その他, 5.2%

石油その他, 1.2% 石油その他, 1.2%

石油その他, 1.1%

石油その他, 14.9%

天然ガス, 10.6%

天然ガス, 20.3%
天然ガス, 27.1% 天然ガス, 26.9%

天然ガス, 3.1%

天然ガス, 43.2%

原子力, 15.5%
原子力, 20.2% 原子力, 20.0% 原子力, 19.2%

原子力, 74.3%

原子力, 1.0%
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24.1%

再エネ
39.5%
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14.9%

再エネ
17.2%

再エネ
10.7%

(発電電力量に
占める割合)

再エネ
12.6%

○「エネルギー基本計画」（2014年4月11日閣議決定）において、「再生可能エネルギーについては、2013年から3年程度、

導入を最大限加速していき、その後も積極的に推進していく。」とされている。
○一方、我が国の発電電力量に占める再生可能エネルギーの割合は１０．７％と低く、さらに、水力を除けば２．２％程度

と、諸外国と比較して極めて少ない現状である。
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電源構成の現状と見通し

地熱1.0~1.1%程度

バイオマス
3.7~4.6%程度
風力1.7%程度

太陽光7.0%程度

水力
8.8~9.2%程度

出典：経済産業省平成27年7月16日「長期エネルギー需給見通し」
「2015年度の電源構成について」 一財 日本エネルギー経済研究所

○経済産業省の中長期見通しでは、今後15年間で再生可能エネルギーの導入促進や省
エネの推進等を通じて、化石燃料由来の電力量の割合を現在の約88%から約56%に減少
させることを目指すこととしている。
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LNG燃料船の普及見込み

（出典）日本船舶輸出組合 「LNG燃料船の建造需要予測(2012-2024)調査」より
※近い将来あるいは中期的な将来にECAに指定される海域の多く、特に極東（日本など）、オーストラリアなどの重要地域で、
燃料価格差が大きくなり、市場スタンダードとしてLNG燃料対応オプションの普及が広範囲で進む場合

LNG燃料船隻数成長予測 LNG燃料の需要見通し

77

65

22.5～35.7

4～7

0.07

LNG輸送船（左軸）

その他のLNG燃料船（左軸）

全世界船舶に対するLNG燃料船の占める割合（左軸）

全世界船舶に対するLNG燃料船（LNG輸送船除く）の占める割合（左軸）

LNGの環境優位性

○船舶の排出ガスに対する国際的な規制が強化される中、環境負荷の小さいLNGを燃料とするLNG燃料船の増加が見込まれる。
○平成36年（2024年）には、約6,400隻（全世界船舶の6.7%）に増加すると見込まれており、LNG燃料の実需要は、平成47年
（2035年）以降で船舶用燃料全体の43%（約7,700万トン）程度と予測されている。

船舶からの排出ガスに対する国際的な規制

’11 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ･･･ ’19 ’20 ･･･ ’25 ･･･

船舶燃料油中の
硫黄酸化物（Sox）の規制

船舶から排出される
窒素酸化物（Nox）の一次規制※1

に対する排出量規制

船舶※2から排出される
二酸化炭素（CO2）の平均排出量
に対する排出量規制

0.5%3.5%4.5%

[特別海域］ 1.0% [特別海域］ 0.1%

20%減

［特別海域］80%減

平均以上 10%減 20%減 30%減 ※石油を燃焼した際に排出される硫黄酸化物、窒素酸化物及び二酸化炭素
の量を100としたときに、石炭及びLNGを燃焼した場合の相対値
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※１：2005年から実施された船舶から排出される窒素酸化物の排出量に対する規制 ※２：1999年から2008年に建造された船舶



水素・燃料電池戦略ロードマップ（2020～2040）
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〇水素・燃料電池戦略ロードマップ（平成26年6月策定）では、水素社会の実現に向けて、「水素利用の飛躍的拡大」、
「水素発電の本格導入／大規模な水素供給システムの確立」、「トータルでのＣＯ２フリー水素供給システムの確立」
の3つのステップで産学官の取組を進めることとされている。

2015-2020

水素利用の飛躍的拡大

2020-2030

水素発電の本格導入／大規模な水
素供給システムの確立

2030-

トータルでのＣＯ２フリー水素供
給システムの確立

燃料電池自動車、燃料電池コー
ジェネの普及開始
・安価なCO2フリー水素の製造

技術開発
・2020オリンピック・パラリンピッ

クを契機とした水素関連技術
の実証

左記の普及拡大・水素発電の導入
・水素・エネルギーキャリアによる高

効率発電の実証
・より大規模な実証

大規模水素発電・CO2フリー水
素の大量導入
・日本の水素関連産業が世界市

場で活躍

出典：「水素社会を実現するロードマップ（内閣府、平成26年）」



豪州における水素製造プロジェクト

出典：「エネルギー輸送ルートの多様化への対応に関する検討会第１回資料(2014)」 海事局

○ 豪州南西部の炭田地区ラトロフバレーにおいて算出する褐炭から製造した安価かつCO2フリーの水素
を輸入するプロジェクトが、2017年頃の運用開始に向けて計画中。

○豪州プロジェクトにより輸入が予定されている水素供給価格は、船舶建造費・運送コスト等を含めても
約30円/m3(2020年代後半以降の将来的予定価格)であり、 大規模かつ安定的で安価に水素を供給

することが可能となる。

ラトロブバレー

【未利用資源 褐炭】
・水分が多く輸送効率が低い
・自然発火の危険性あり

日本へ
海上輸送

パイロットプロジェクト
2017年頃に運用開始予定

世界初の液化水素運搬船

豪州における水素の製造・輸入プロジェクト（豪連邦政府・州政府と連携）
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褐炭を一酸化炭素に変え
た上で、水と化学反応さ
せて水素(気体)を製造

水素を液化
（体積は800分の1に）

輸入予定価格 約 30 円/㎥
(2020年代後半以降の将来的予定価格) 

※ 本邦荷揚までにかかるコスト



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅰ. 国内外の社会経済情勢の展望
５．巨大災害の切迫とインフラの老朽化
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我が国で増加する自然災害のリスク

地震調査研究推進本部「活断
層及び海溝型地震の長期評価
結果一覧」（2014年4月25日改
訂）、気象庁ホームページに基
づき港湾局作成

平成15年12月の中央防災会議で提示された震源域

地震調査研究推進本部「活断層及び海溝型地震の長期

評価結果一覧」（2013年5月24日改訂）における南海トラフ
の地震の震源域

※高潮・高波による被害以外に、豪雨等による被害を含む。

出典：気象庁ホームページより作成

我が国で発生した主な大規模地震と今後30年以内の発生確率 高潮・高波被害を伴った主な大型台風

台風9号
（2009）

台風12号
（2011）

台風4号
（2007）

台風15号
（2011）

台風9号
（2007）

ルース台風
（1951）

第二室戸台風
（1961）

13号台風
（1953）

18号台風
（1999）

18号台風
（2004）

23号台風
（2004）

14号台風
（200５）

キティ台風
（1949）

伊勢湾台風
（1959）

13号台風
（2006）

狩野川台風
（1958）

台風16号
（2012）

台風18号
（2013）

台風20号
（2013） ジェーン台風

（1950）

16号台風
（2004）

台風18号
（2009）

昭和58年以降に発生した大規模地震（気象庁が命名した地
震）の震央等（平成8年以降は震度６弱以上の地震も図示）

東海

東南海
南海

＜凡例＞

領域または地震名
（予想される地震規模）

今後30年以内の発生確率

根室沖
（Ｍ7.9程度）

50％程度

南海トラフ
（Ｍ8～Ｍ9クラス）

70%程度

三陸沖 北部
(Ｍ7.1～7.6)
90％程度

宮城県沖
（Ｍ7.0～7.3）

60％程度

日向灘の
ひとまわり小さい
プレート間地震
(Ｍ7.1前後)
70～80％

与那国島周辺の地震
(Ｍ7.8程度)
30％程度

安芸灘～伊予灘～豊後水道
のプレート内地震
（Ｍ6.7～7.4）

40％程度

三陸沖 南部海溝寄り
(Ｍ7.2～7.6)
50％程度

茨城県沖
（Ｍ6.9～7.6）

70％程度

プレートの沈み込みに
伴うＭ7程度の地震
Ｍ7程度(Ｍ6.7～7.3)

70％程度

「日本海地震･津波調査プロジェクト」
(H25-32)において検討中

○南海トラフ巨大地震や首都直下地震等の切迫性が高まり、それに伴う巨大津波の発生も懸念されている。
○また、豪雨･台風･高潮等の激甚化が見られるなど、日本列島の自然災害リスクが益々高まっている。
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室戸台風
（1934）



南海トラフ巨大地震の被害想定（第二次報告） ＜港湾関係抜粋＞
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（平成２５年３月１８日内閣府公表）１．被害の様相

「建物・人的被害」、「ライフライン被害」、「交通施設被害」、「その他の関連事項」、「生活への影響」及び「災
害応急対策等」について、それぞれ「発災直後」、「発災当日から翌日、２日後」、「３日後」、「１週間後」と時系
列的に想定される様相をとりまとめ。

３．資産等への被害 ４．経済活動への影響

２．施設等の被害

被害額（兆円）

基本ケース 陸側ケース

建物・資産 83.4 148.4

ライフライン 2.6 4.1

交通

港湾 2.1 3.3

道路 0.8 1.0 

鉄道 0.3 0.4

その他公共土木施設 2.1 3.2

公共土木施設合計 5.3 7.9

農地・漁港 2.3 2.3

災害廃棄物処理 3.9 6.7

合計 97.6 169.5

被害額（兆円）

基本ケース 陸側ケース

生産・サービス低下による影響 30.2 44.7

交通寸断による影響

道路 2.7 3.7

鉄道 2.2 2.4 

空港 0.0 0.0 

合計 35.1 50.8

モデル検討会で検討された地震動と津波の基本ケース、陸側ケースを対象に、季節、発災時間帯、風速を設定し
て検討。
港湾施設：対象港湾の係留施設約１万７千箇所のうち、基本ケースで約３千箇所、陸側ケースで５千箇所が被災。

対象防波堤延長約４１７ｋｍのうち、約１２６～１３５ｋｍが被災。
（参考）危険物・コンビナート施設：最大で流出６０施設、破損等約８９０施設が被災

港湾の被害額は、陸側ケースで３．３兆円。
公共土木施設の被害額の４２％を占める。

“生産・サービス低下による影響”に、一部、港湾の交通寸断
による影響の被害額が含まれる。
港湾の交通寸断による影響額は、一部、「生産・サービス低
下の影響」と重複しているものの、その程度を明確にできな
いため、参考値（陸側ケースで16.9兆円）として算定。

資産被害・経済活動への被害をあわせ約２２０兆円



首都圏直下地震被害想定 首都直下地震対策ＷＧ最終報告〈港湾関係抜粋〉 （平成２５年１２月１９日内閣府公表）
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①対象地震
都区部直下のＭ７クラスの地震 → 都心南部直下地震（Mw7.3）

震度

７
６強
６弱
５強
５弱
４
３以下

１．建物等被害
揺れによる全壊 約17万5千棟
液状化による全壊 約2万2千棟
急傾斜地崩壊による全壊 約1.1千棟
地震火災による焼失 約41万2千棟（最大値）
全壊及び焼失棟数合計 約61万棟（最大値）

２．人的被害
建物倒壊等による死者 約6.4千人
地震火災による死者 約1万6千人（最大値）
その他 約0.6千人
死者数合計 約 2万3千人

３．港湾の被害
東京湾内の重要港湾にある923の岸壁のうち、地
震発生直後に、約250の岸壁が被害を受ける

②被害の概要

③経済被害
約９５兆円

うち直接被害（港湾） 0.8兆円
上記以外の推計（港湾） 4.5兆円（交通寸断）

○資産等の被害【被災地】 （合計）４７．４兆円
・民間部門 ４２．４兆円
・準公共部門（電気・ガス・通信、鉄道） ０．２兆円
・公共部門（※） ４．７兆円

○経済活動への影響【全国】
・生産・サービス低下に起因するもの ４７．９兆円

○合計（資産等の被害+経済活動への影響） ９５．３兆円

○交通寸断に起因するもの（上記とは別の独立した推計）
・道路の機能停止（６ヶ月） ５．６兆円
・鉄道の機能停止（６ヶ月） ２．１兆円
・港湾の機能停止（１年） ４．５兆円

※公共部門には以下が含まれる。 （兆円）

上水道 ０．２

下水道 ０．７

港湾 ０．８

道路 ０．１

その他公共土木施設 ０．７

農地 －

漁港 －

災害廃棄物処理 ２．１

合計 ４．７



○地球温暖化に伴う海面水位の上昇により、高潮・高波等の災害が増大する恐れが増している。

○2013年9月27日に公表された「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第5次評価報告書」では、海面水位が
82cm上昇することも指摘され、高潮・高波災害のリスク増大が危惧される。

地球温暖化による気候変動と災害リスクの増大

観測事実と地球温暖化の要因

• 気候システムの温暖化については疑う余地がない。
最近30年の各10年間の世界平均地上気温は、
1850年以降のどの10年間よりも高温。

• 人間活動が20世紀半ば以降に観測された温暖化
の主な要因であった可能性が極めて高い。

将来の予測

• 21世紀末までに、世界平均気温が0.3～4.8℃上昇、世界平均海面水位は0.26～0.82m（IPCC

第4次評価報告書では、最大0.59mと予測）上昇する可能性が高い。

世界の地上気温の経年変化
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）

英国気象庁による解析

米国海洋大気庁による解析

米国航空宇宙局による解析

1950～2100年の世界平均地上気温の経年変化
（1986～2005年の平均との比較）

世
界
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均
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上

気
温
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）

2081～2100年
の平均

21世紀における世界平均海面水位の変化の予測
（1986～2005年平均との比較）
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均

海
面

水
位
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）

0.82m

【参考】
0.59m
（IPCC4報告）

出典：社会資本整備審議会環境部会・交通政策審議会交通体系分科会環境部会第26回合同会議資料を基に港湾局作成

4.8℃

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第5次評価報告書
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臨海部の主要産業の堤外地比率

○我が国経済を支える主要産業の多くが臨海部に立地しており、特に堤外地の立地割合が高い。
○高潮・高波、津波等により堤外地に立地する産業が操業停止になった場合、これら業種からの製品を材料とす

る幅広い産業に大きな影響が及ぶこととなる。
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港湾施設の老朽化の進行

○今後、高度経済成長期に集中的に整備した施設の老朽化が進行。係留施設では、建設後50年以
上の施設が現在の約10％から、20年後には約60％に急増。
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1,500

2,000
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3,000

3,500

整備岸壁数

建設後50年以上経過する岸壁数（累積による見通し）

2014.03

(約10％)

【各年度に整備した係留施設数と供用後50年を経過する公共岸壁の推移】
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2024.03

(約35％)

2034.03

(約60％)

時 期
(約〇％)

供用後50年以上経過する岸壁の割合
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20年後には50年
以上経過した施設
が約７割に増加

※H25.3 国交省・農水省調べ（岩手県、宮城県、福島県除く）

海岸堤防等の老朽化の見通し

地中レーダー探査による空洞化調査実施状況

老朽化調査を実施し長寿命化計画を策定

打音による空洞化調査状況

鉄筋かぶり厚調査状況

レーダー探査により
空洞箇所を発見

※完成後５０年以上経過した施設には、施工年次不明の施設を含めている

○海岸堤防等は、高度成長期などに集中的に整備され、今後急速に老朽化することが懸念されている。
○一方、海岸堤防等は、未だ十分に健全度の把握や老朽化対策が行われていない状況にある。
○平成24年12月には笹子トンネル事故が発生し、社会資本の安全性に対する信頼性の確保が一層求めら

れており、海岸堤防等についても、限られた財源、人材で、より一層の適切な維持管理、修繕が求められて
いる。

50年以上
の施設

（約４割）
50年以下
の施設

（約６割）

50年以上
の施設

（約７割）

50年以下
の施設

（約３割）
【対策前】 【対策後】

高松港海岸
弦打地区

老朽化対策の実施例

海岸保全施設の老朽化



建設業の課題と生産性向上の取り組み（i-Constructionの推進）

○建設業は今後10年間で高齢等のため、技能労働者約330万人のうち、約1/3の離職が予想され、労働力
不足の懸念が大きい。

○人口減少や高齢化が進む中、社会資本の整備の担い手である建設業の生産性向上が必要不可欠。

○国土交通省では、調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までの全ての建設生産プロセスで
ICT等を活用する「i-Construction」を推進し、建設現場の生産性を、2025年度までに2割向上を目指す。

【生産性向上イメージ】
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【技能労働者等の推移】

【技能労働者の就業者年齢構成】

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

出典：２０１５年（一社）日本建設業連合会「再生と進化に向けて」より作成

※2014年度時点

出典：国土交通省i-Construction推進コンソーシアム（準備会）資料

人・日
当たりの仕事量

(work)

人
（men)

工事日数（term)

-con
i

省人化

工事日数削減
（休日拡大）

建設現場の
生産性2割向上

i-Constructionにより、これまで

より少ない人数、少ない工事日
数で同じ工事量の実施を実現

 ICTの導入等により、
中長期的に予測され
る技能労働者の減
少分を補完

 現場作業の高度化・効率化
により、工事日数を短縮し、
休日を拡大

○建設業就業者：
685万人（H9） →   498万人（H22） →  500万人（H27）

○技術者：
41万人（H9） →     31万人（H22） →    32万人（H27）

○技能労働者：
455万人（H9） →   331万人（H22） →  331万人（H27）


